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平成２６年５月２７日 

 

平成２５年度末 受信料の推計世帯支払率（全国・都道府県別）について 

 

 平成２５年度末のＮＨＫ放送受信料の推計世帯支払率は、全国値で７４．８％となり、  

２４年度末と比べて１．０ポイント向上しました。また、４７都道府県すべてにおいて、  

前年度値を上回りました。 

都道府県別の世帯支払率の推計は、２４年９月に２３年度末値を公表して以降、今回で 

３回目となります。 

推計結果の概要は以下のとおりです。 ※都道府県別の詳細は別紙参照 

 

 ■全国値 ２５年度末 ７４．８％  ※事業所を除く 

（２４年度末 ７３．８％から１．０ポイント向上） 
    

・全国値を上回る都道府県 ３７ 
青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・茨城・栃木・群馬・埼玉・新潟・富山・石川 

福井・山梨・長野・岐阜・静岡・愛知・三重・滋賀・奈良・和歌山・鳥取・島根・岡山 

広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・佐賀・長崎・熊本・宮崎・鹿児島 

 

・全国値を下回る都道府県 １０ 
北海道・千葉・東京・神奈川・京都・大阪・兵庫・福岡・大分・沖縄 

 

■都道府県別の状況 

・４７都道府県すべてにおいて、前年度値よりも向上 

・年間で最も伸びたのは宮城県。１.７ポイントの向上 

・大都市圏である東京は１．２ポイント、大阪は０．９ポイントの向上 

・推計世帯支払率が９０％を超えたのは秋田、島根、新潟、鳥取、山形の計５県                               

 

世帯支払率の向上は、営業活動の強化や、全局体制の理解促進活動「プロジェクト８１０」

の展開等によるものと考えています。 

今後も引き続き、法人委託のさらなる拡大や訪問によらない契約・収納活動の推進、民事

手続きの強化など営業改革に努め、特に支払率の低い大都市部において、支払率を向上させ

るための取り組みを積極的に展開することで、公平負担の徹底を図っていきます。 

 

今回の推計にあたって、２６年４月に公表された国立社会保障・人口問題研究所「日本の

世帯数の将来推計（都道府県別）」に基づき、受信契約対象世帯数の見直しを２３年度末値

に遡って実施しています。 

※上記について解説は http://pid.nhk.or.jp/jushinryo/know/jyushinryo.html にも 

掲載しています。 

 

http://pid.nhk.or.jp/jushinryo/know/jyushinryo.html
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